
地域実証事業の進捗報告（4団体） 

平成２８年２月８日 

ふるさとテレワーク推進会議（第3回） 
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代表団体 ジェイアール東日本企画株式会社 

実施地域 群馬県高崎市 地方移動人数（目標） 地方移動人数：10人 
地方進出企業 富士ゼロックス株式会社、一般社団法人Stand for mothers 

事業概要 ２つのふるさとテレワークモデル（①ふるさと勤務、②里帰り出産・子育て）を、群馬県高崎市にて実証する。①富士ゼロックス社員によるふるさと勤務を試
行、実業務を通じた有効性の確認により、他の東京本社ー地方支社企業群（およびその社員）への周知および導入促進を図る。②地域の産婦人科および子育て
市民ネットワークとの協働による生活直結サービスを実装、里帰り出産・子育てにおける精神的不安や心身的負荷を軽減させ、出産後の復職率を高めるなど、
女性らしい働き方の実現に貢献する。これらの事業成果を2016年3月に策定される高崎市地方版総合戦略に反映すべく、官民学連携での地域推進協議会を立
ち上げ、普及促進に向けた継続的議論を推進していく。 

実証期間終了後の予定 高崎市のふるさとテレワークの自立的運営を目指して、今回の実証事業の成果にもとづき、富士ゼロックスは高崎エリアでの中心的存在として、地域他企業へ
のふるさとテレワーク導入を推進するとともに、ふるさとテレワークの拠点運営を支援するサービス（ビジネス）を検討することで、地域でのさらなる普及展
開へ貢献する。Stand for mothersは、東京の仕事を3名の移住者が高崎市で継続する基盤整備を行い、高崎市の“ふるさとテレワークの普及”に貢献する。マ
マプロぐんまは、生活直結サービスとして、子育て市民ネットワーク、地域の産院および行政との連携による子育て支援サービスの確立を目指す。 

“ふるさとテレワーク導入支援都市 高崎”実証事業 

①テレワーク導入による高崎市でのふるさと勤務 
民間企業群への効果周知と普及展開のための行政連携 

②テレワーク導入と連携した高崎市での里帰り出産・子育て 
市民ネットワーク連携による生活直結サービスの開発と実装 

事業所移転にともなうStand for Mothers社員の移住者3名、富士ゼロックス社員の地
方支社勤務7名を今回の地方移動対象とする。都心中小企業にとっての固定費削減
（地域空き家活用）、都心大企業にとっての支社インフラ活用（販社ショールー
ム）により、地域での普及展開モデルの確立する。 

高崎市の産婦人科および子育て市民ネットワーク（子育てママと地域住民）と連携、妊娠・出
産~復職に必要となる子育て情報番組の制作・配信（12回）、妊婦・在宅育児中の母親向
けの子育て支援サービスとして確立する。里帰り出産での在宅型テレワーク導入促進によ
り、女性社員の勤務継続に貢献する。 1 
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テレワークスペース 
（FX群馬ショールーム） 

個別作業ブース 

共同作業デスク 

クラウドオンデマンド 
プリント機能装備 
複合機 

環境準備 
端末手配 

利用者受入 
運営調整 

利用視察 
事例づくり 

アンケート 
ヒアリング 

まとめ 
結果報告 

これまで 

これから 

実証項目 中間評価 

テレワーク時
の孤独感解
消 

概ね効果あり 
業務用PCと併用するiPad（facetime）により、PCでの個人作業の業務効率を落と
すことなく、ipadのリアルタイム動画表示を通じて都心職場の雰囲気・臨場感を
リモートに居ながら感じることができる。 

拠点移動に
伴う負荷軽
減 

概ね効果あり 
顧客訪問や会議等の場合、個人都合での予定調整とは異なり、他の参加者の
都合などに合わせて無理をすることが多い。遠隔接続（テレワーク）での参加が
可能になることで、その負荷軽減の効果は高い 

さらなる付加
価値、普及展
開につながる
効果検証 

ワーカー間の交流や協業を促すことができる場、接点づくりの可能性 
・会社に閉じこもるワークスタイルからの脱却 
・効率的、効果的、生産的に働ける場所を多様に選べる時代へ 
・企業・ワーカー間の交流による刺激、知恵出し、助け合い、 
・協業、コラボレーションによる付加価値創造、事業機会の獲得 

社員7名、FX群馬でのテレワーク業務の継続実施による効果検証と事例づくり 実証項目：都市部中小企業の地方都市への進出 

【達成目標】 
ふるさとテレワーク勤務継続者：3名→達成予定 
 

移住継続者：3名→達成予定 
 

東京社員1名が、自分の故郷への移住決定 

【効果・手ごたえ】 
テレワークを4か月間程度で、導入し、業務効率を下げずに東京の仕事をできるように最適化
できるサポートができるようになった。 
 
経営者と社員の両社が安心して、ふるさとテレワークを進行できる「テレワーク就業規定」の策
定と運用ができるように至った。 
 
高崎在住の自営型テレワーカーに対して、仕事をアウトソースできるようになり、社員がより高
度な仕事に注力できるようになった。 
 
上記が達成できることで、社員を移住させたStand for mothersが、高崎の空き家を新規に取
得し、リノベーションし、自社のサテライトオフィスを2月末までに竣工予定。 

テレワークセンタータカサキチの様子 

実証項目「里帰り出産を想定した子育て支援クラウドサービスの実装」 

【効果・手ごたえ】 
12名の地域の子育てサポーター、地域の産院、高崎市子ども家庭課との連携体制を構築した。
地域の子育てコンシェルジュとして、子育てサロンスタッフ、タカサキチスタッフが対応できるレベ
ルまで至った。利用者に対するアンケートは未実施だが、座談会で出会った子育て中の母親た
ちからのヒアリングだと、高評価を得ている。 
 
また、地域の転勤族ママや出産退職したハイスキル人材がタカサキチに集まってくるようになっ
た。現在、3名の子育ての母親が自営型テレワーカーとして、タカサキチを利用中。 

チラシ表 チラシ裏 
地域の相談相手を知るキッカケと、出会うキッカケと
提供し、“里帰り出産”をする高崎出身の女性社員や、
移住する男性テレワーカーの奥さんが高崎市の子育
て支援サービスを最大限活用できる情報環境を実装。 
 
地域の子育てサポーターとの継続的な協働運営体
制の構築、ワンストップで子育ての悩みを受けられる
地域の子育てコンシェルジュの構築、地域の産院と
の連携体制の構築を目指す。 

１．現在の進捗状況・これまでの成果 
大企業型テレワーク 中小企業型テレワーク 
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【課題】 
移住した3名の社員と経営者との間で、お互いに労働時間を確認す
ることができない（業務効率をチェックできない）。※経営者が東
京と高崎を往復する回数が多くなり、遠隔常時接続環境を構築して
も、顔を合わせることが難しくなったため。 

【解決策】 
労働時間を記録する、F-chairを導入し、社員と経営者の両社が労
働時間と作業内容を確認できる状態にし、業務効率に関してチェッ
クできる体制を構築した。 

都市部企業の高崎進出トライアル型“ふるさとテレワーク”モデル 

２．直面した課題と解決策 
“ふるさとテレワーク”普及展開に向けた地域施策検討 

【課題】 
実証実験を通じて、テレワークを導入する企業・社員側の価値検
証は進みつつあるが、受け入れ側の地域メリット（経済効果、既
存産業への貢献、新産業の創出効果など）が未だ不明確である。

普及展開を目指し、より一層の地域巻き込みが必要である。 

【解決策】 
行政や民間企業、生活コミュニティが共同参画する地域協議会「高
崎パブリックフォーラム」を企画・開催する。これからの高崎市の
自治、新しい「日常」づくりについて皆が語り合える場であり、総
務省ふるさとテレワーク（テレワークセンター・サテライトオフィ
ス拠点）などの地域ITソリューションの必要性、付加価値、普及促
進策について、皆でアイデアを寄せ合う。 
 
 
 名称： 地域協議会「高崎パブリックフォーラム」 
 開催日： 2016年01月25日 
 時間： 19:00 〜 21:00 
 場所： 高崎市産業創造館 
 
１．基調講演：高崎経済大学・友岡教授 
   「新しい公共と高崎市の自治のあるべき姿」 
２．パネルディスカッション：ママプロ群馬 
   「働く子育て女性のための生活支援サービス」 
３．ワークショップ 
   「都心テレワーカー向けサービスによる地域発展」 
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クラウド・オンデマンド・プリント機能 
 
 
PCやモバイル端末から、インターネット上
のクラウドサーバーに文書を登録し、移動
先のどの複合機からでも、IDとパスワード
を使用してプリントできるサービスです。 
 
データ紛失の心配や専用ドライバーも不要
なので、移動先のテレワークで必要となる
プリント文書の簡単かつセキュアな取り扱
いが可能になります。 

クラウド・オンデマンド・プリント（Cloud ODP） 

[テレワーク導入支援]  
ワークプロセスの整理、情報共有ツール導入支援、勤怠管理システムの紹介・
導入支援、テレワーク通信環境整備を4か月間程度で導入できるよう支援しま
す。  
 
[就業規則導入支援]  
人事の視点で、経営者からのヒアリング（課題の特定）→コンサルティング（課題
解決）→テレワーク就業規則策定・労働条件通知書をカスタマイズして提供する
一連の導入支援を4か月間程度で提供します。  
 
[地域社会との交流支援]  
サテライトオフィス/テレワークセンターの機能に加え、地域サロンの機能として、

都市部から移住した孤立しがちな社員への地域社会との接点づくり、地域の情
報を収集できるよう交流支援をしています。  
 
[子育てママの人材発掘支援]  
ビジネススキルを持つ子育て中のママと、サテライトオフィス利用をしている企
業とのビジネスマッチング支援を行っています。  

都市部の中小企業（10人以下）が抱える

人材確保という経営課題を解決しません
か？ 
 
テレワーク導入することで、社員のライフ
イベント（介護、出産・子育てなど）による
退職予防、専門性の高い人材のスポット
活用、マイクロタスクのアウトソース化によ
る高度な事業への注力が期待されます。 

地方都市高崎のサテライトオフィスに、社員を1名、4か月間送り込めば、下記の4つ
のサポートにより、地方都市進出のためのトライアルが実施可能です。 

３．その他 

サテライトオフィスの必需品、クラウド・オンデマンド・プリン
ト機能を、あなたのオフィス複合機へ導入しませんか？ 

高崎市へ進出する企業の皆様へ、タカサキチ（サテライトオフィ
ス）でテレワークを始めてみませんか？ 
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代表団体 一般社団法人 日本テレワーク協会 

実施地域 福岡県糸島市 地方移動人数/地元雇用人数（目標） 地方移動人数：１５人 

地方進出企業 ランサーズ株式会社 その他 

事業概要 

 糸島市は、『魏志倭人伝』に登場する伊都国のゆかりの地。古代からさまざまな地域
と交流し、豊かな自然にも恵まれ、大都市福岡へのアクセスにも優れています。この地
に、最先端のテレワークのＩＴＣ技術とノウハウの粋を集結することで、ワークライフ
バランスが整う環境を作り出す「糸島スタイル」を提案します。 
 クラウドソーシングという普遍的なサービスの形態と「ここに住み続けたい」という
潜在的な需要をマッチングさせる地方創生の起爆剤としてこの事業にチャレンジします。 
「一眼は遠く歴史の彼方を、一眼は脚下の実践へ」 

終了後の予定 コンソーシアムメンバーが共同して、本事業のスキームの運営を継続します。 

テレワーク×クラウドソーシングによる移住定住促進事業  
―「ひと」と「しごと」が定住する糸島スタイルの確立に向けて― 

1 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果(イメージビデオ) 

まずはご覧ください。 
 
Long版：205MB 
https://drive.google.com/a/lancers.co.jp/file/d/0B1-sw7wScDqjYnZ2WW5HZlBQVE0/view 
 
Short版：52MB 
https://drive.google.com/a/lancers.co.jp/file/d/0B1-sw7wScDqjcmd2aVRrRl9sdVE/view 

2 

https://drive.google.com/a/lancers.co.jp/file/d/0B1-sw7wScDqjYnZ2WW5HZlBQVE0/view
https://drive.google.com/a/lancers.co.jp/file/d/0B1-sw7wScDqjYnZ2WW5HZlBQVE0/view
https://drive.google.com/a/lancers.co.jp/file/d/0B1-sw7wScDqjYnZ2WW5HZlBQVE0/view
https://drive.google.com/a/lancers.co.jp/file/d/0B1-sw7wScDqjYnZ2WW5HZlBQVE0/view
https://drive.google.com/a/lancers.co.jp/file/d/0B1-sw7wScDqjcmd2aVRrRl9sdVE/view
https://drive.google.com/a/lancers.co.jp/file/d/0B1-sw7wScDqjcmd2aVRrRl9sdVE/view
https://drive.google.com/a/lancers.co.jp/file/d/0B1-sw7wScDqjcmd2aVRrRl9sdVE/view
https://drive.google.com/a/lancers.co.jp/file/d/0B1-sw7wScDqjcmd2aVRrRl9sdVE/view


１．現在の進捗状況・これまでの成果(ロケーション) 

「三層循環」の形成（地方中枢都市の役割） 「東京→福岡市」「福岡市⇄糸島市」「糸島市⇄芥屋」 

東京 福岡 筑前 
前原 芥屋 飛行機 直通 バス 

52往復 11往復 77往復 

120分 30分 40分 

・人口減少 
・農業、漁業 
・リゾート、別荘 

・人口増加 
・企業誘致 
 (減災地域) 

・人口均衡 
  福岡ベッドタウン 
  移住者増 

自然の豊かさ、恵みがブランド 
「福岡の湘南」「糸島野菜」「糸島ポーク」「伊都菜彩」 

ある 
・人、共同体 
・自然 
ない 
・コンビニ 
・雇用 

糸島市 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果（実証項目ア-1～2） 

実証項目  進捗状況 成果 

ア-1 地域のサテラ
イトオフィス構
築・運用に必
要な要件の抽
出  

10/1～ 仮開設 
11/20  報道内覧会 
       地元内覧会 
12/1～  常時開設 
     平日 10:00～18:00 
 

利用者属性別に2つの機能を構築 
 雇用者用 
  サテライトオフィス 
 フリーランス用 
  コワーキングスペース 
利用規約、利用ルールの作成 等 
【課題】 
①オフシーズン 
②市街から遠隔地(女性活躍の障壁) 
 →前原テレワークセンターの開設 

ア-2 テレワークを活
用して本社の
業務を本社と
同様の環境で
遂行可能であ
ることを実証 
 
 
 
【目標 5名】   

中小企業 
 コンソーシアム企業 
 
大企業 
 1/12～1/22集中して実施 
 ・サテライト勤務 
 ・電話会議 
 ・地元若者とのWS 

中小企業            4名 
 ランサーズ スマートデザインオフィス JTA  
大企業             6名＋α 
 富士ゼロックス、コニカミノルタ、コクヨ 
 キャノン、リコー  
研究者             2名 
【課題】 
③閉鎖された空間の必要性 
 →電話会議スペースの設定 
④負担の整理(企業、地域) 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果（実証項目ア-1～2 参考資料①） 

クラウドソーシング等で 
テレワークする方の利用 
・オープン ・コラボレーション 

・
ク
ロ
ー
ズ
ド 

・
職
務
専
念 

企
業
に
勤
務
す
る
社
員
の
方
が
利
用 

コワーキングスペース サテライトオフィス 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果（実証項目ア-1～2 参考資料②） 

「働き方に関する調査」日本テレワーク協会 
20～69 歳までの業務でメールを使う就業者(n=18565)
（以下、全体という）を、テレワークを行う可能性のある
ワーカーと定期。 

【利用者の声】 
「会社でサテライトオフィスの代わりに常用するには、費用をどのようにお支払いするか負担するか
が課題。現在は会議費などの決裁で使用するのは弊社では面倒。もとよりそのような仕組みに会
社が入っていて利用できるようにしておかないと手間がかかる。」 
 
「通常業務は全く問題なく実施できる。むしろ、この土地だからこそ得られるものはないか。宿には
Wi-Fiが無かったこともあり、サテライトオフィス以外での仕事をやめたことで、一日のリフレッシュ度
が違った。」 
 
「ジモト学に参加して、地元で活躍する人がこんなにたくさんいる、しかもその人たちが老若男女入
り交じっていることに感動しました。まさに地方に於けるダイバーシティかと。」 

【全国調査から】 
あなたは、メール（と電話）さえあれば、オフィスに出勤しな
くも仕事ができると思いますか？ 
[調査結果] 
テレワークができる50.1％ 
 ・必要なときだけオフィスに出勤すれば問題なく仕事が

できる 20.1％ 
 ・週1～2 日程度出勤すれば仕事ができる 11.6％、 
 ・週1 日程度なら出勤しなくても仕事ができる 18.4％ 
毎日出勤しないと仕事ができない 49.8％ 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果（実証項目ア-3～5） 

実証項目 進捗状況 成果 

ア-3 移住者が糸島市内
に居ながらにして都
市部の仕事を受注
し、定住に必要な就
業機会の獲得が可
能であることを実証 
【目標 10名】 

東京セミナー 
 10/3 11/3 12/12 
移住コンシェルジュ 
 適宜 
移住ツアー 
 12月下旬 1下旬 
 2月(予定) 

セミナー参加者   
移住ツアー参加        4家族 
移住予定            1家族 
【課題】 
①オフシーズン 
④時間的な制約 
 →継続的な事業の推進、地元説明会 

ア-4 地域の事業者や個
人（フリーランス）が
クラウドソーシング
を活用して安定的
に仕事を受注でき
る仕組みづくり 
【目標 10名】 

主婦向けセミナー 
 11/25   
 1/27(託児サービス) 

セミナー参加者 31名 36名 
クラウドソーシング受注者 5名 
ランサーズ社員が受注者支援 
【課題】 
②市街から遠隔地(女性活躍の障壁) 
 →前原テレワークセンターの開設 
⑤継続的な運営団体が必要 
 →糸島女性支援プロジェクトへの支援 

ア-5 地域企業がクラウド
ソーシングを効果的
に活用するための
要件を抽出 

企業向けセミナー 
 1/27 

参加企業 10名(中小企業支援者含む) 
【課題】 
⑥クラウドソーシングの普及 
 →横断的な事業により対応 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果（実証項目ア-3～5 参考資料） 

2015.12.12. 東京 移住希望者イベント  

2015.12.12. 東京 移住希望者イベント  

東京 移住コンシェルジュ  

2015.11.25  糸島   8 



１．現在の進捗状況・これまでの成果（実証項目ア-6及びイ-1） 

実証項目 進捗状況 成果 

ア-6 円滑な移住を促進
する交流のあり方を
検証 
 

糸島ジモト学 
 10/31 11/21 12/12 
 1/12 2/13(予定) 
 

28名 26名 25名 26名 40名 
 
地元住民 移住者 九州大学学生 
東京勤務者 

イ-1 移住者やその家族
の利便性確保のた
めの生活直結サー
ビスの要件を抽出 

ホームページの地元不
動産情報との連携 
 
 

市街地の不動産情報は充実している。 
 
【課題】 
⑦市外の物件等の整備が必要 
 →継続的な事業の推進 

その他 地元雇用者 ランサーズ                 1名 
サテライトオフィス開設          3名 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果（実証項目ア-6及びイ-1 参考資料） 

糸島ジモト学 
「移住」がテレビ等でごく普通に語られる時代となりました。「脱東京」「脱都会」そして「田舎暮らし」。
これらの選択をとおして、自分らしい働き方、生き方を実現していこうという意識と行動が広がりを
みせています。そうした中で、「糸島」がいま移住先として脚光を浴びていいます。メディアの影響も
あって、多くの人びとを糸島移住に誘っています。価値観の大きな“シフト”が起こっているようです。
しかし一方で、都会から田舎へという移住の動きは移住者と地元コミュニティとの摩擦、夢と現実と
の乖離など、さまざまな問題を引きおこしています。  
 こんな社会変化を背景に、「糸島ジモト学」を 
開講します。コンセプトは「田舎暮らしの横糸・ 
縦糸。新しい作法をつむぐ」です。人口減少そ 
して移住といううねりが地方に押し寄せ、地域 
社会が大きく流動化しているなかで、地元の人 
びとと移住者が糸島で共に生きていく喜び（よ 
き人生）を実現していくための、実践的な学びと 
交わりの場をめざします。  
 「糸島ジモト学」は総務省「ふるさとテレワーク 
地域実証事業」の一環として、九州大学・坂口 
光一研究室（統合新領域学府）が企画・運営を 
担い開講するものです。議論だけでなく、「芥 
屋」という地区をモデルとして、具体的なアク 
ションプランも立てていきます。 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果（「場」を前提としたテレワーク） 

企業雇用者(長期派遣) 

企業雇用者(出張者) 

フリーランス 

地元住民 

サテライトオフィス 

コワーキングスペース 

自治会館 

コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン 

社内専用網  

インターネット 

場 

場での付加価値の創造 

→ クラウド 

インターネット 

付加
価値 

人 機能 

〇テレワーク2.0 
 固定化した観念や日常化した
様式を離れたところ（テレ）＝
ローカルの固有世界にふれるこ
とを通して、普遍的な感覚や原
理をみつけ出し、新しい思考や
働き方や生き方についてヒント
をつかんでいくこと 
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２．直面した課題と解決策 

【課題】 
市街地から離れた芥屋テレワークセンター、移住者を中心としたコミュニティとしては最適であるが、
糸島市民にとっては距離的な障壁が高い 
【解決策】 
前原地区に糸島市の行政財産である施設に前原テレワークセンターを設置する。 
(昨年末に県から糸島市に移管) 
 運 営 糸島女性支援プロジェクト 
 名 称 「ママトコ」(「ママとコワーキングスペース」「ママと子 ワーキングスペース」から) 
 場 所 糸島市前原中央二丁目13番17号 
 日 時 2016年1月～ 
 オープンデー 2/10（水）  2/17（水） 2/24（水） 
 セミナー 2/10 

12 



３．その他（移住者、市民との対話） 

メディア 掲載内容 状況 

ホームページ 事業全般 http://itoshima.style/ 

FB 事業全般 https://www.facebook.com/itoshimalifeworkstyle/?fref=ts 
「いいね」1983 

糸島ジモト学 
 5回イベント 

第四回 
https://www.facebook.com/events/944001355670111/ 
参加者の半数が利用 

チラシ 地元内覧会 一回目～2015.10.8 二回目2015.11.20 

地元説明会 2016.2.2～ 

タウン誌 
  +Web版 
マイタウン伊都 

事業概要 
セミナー 
クラウドソーシング 

冊子 
 11月号～2月号に特集記事 
Web版 
 http://www.ito.town/ 

新聞 事業全般 2015.11.26 糸島新聞 

推進会議、内覧会 
主婦向けセミナー 

2015.7.31.  2015.9.30  2015.11.21  2015.11.26 
西日本新聞 

テレビ 事業全般 2015.10.8 放送 NHK福岡 

13 

http://itoshima.style/
https://www.facebook.com/itoshimalifeworkstyle/?fref=ts
https://www.facebook.com/events/944001355670111/
https://www.facebook.com/events/944001355670111/


３．その他（移住者、市民との対話 チラシ） 
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３．その他（移住者、市民との対話 マイタウン伊都） 

11月号 

12月号 

1月号 

2月号 15 
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代表団体 株式会社パソナテック 

実施地域 佐賀県鳥栖市 地方移動人数/地元雇用人数（目標） 地方移動人数：３～５人 地元雇用人数：２人 

地方進出企業 株式会社パソナテック 今後増加予定 

事業概要 九州の交通の要衝であり、ＩＣＴ教育に熱心な佐賀県鳥栖市の駅前市街地に「さがんみらいテレワークセンター
鳥栖」を設置する。パソナテックがＩＴ・クリエイティブ系業務を行うサテライトオフィスに３～５名勤務。女性や若
者のクラウドソーシング活用やインターンシップ等で、地域住民が働きながらスキルアップできるコワーキング
スペースを設け、将来的に、ＩＴ・クリエイティブ系人材が働ける場所づくりと組織化を目指す。生活直結サービス
では、転入者を対象にした情報提供を充実させ、地域情報の不足を補うサービス提供する。 

実証期間終了後の予定 実証期間終了後も継続予定  

テレワークで人を活かす！九州・みらいジャンクション創出事業 

しごと 

企業 

さがんみらい 
テレワークセンター鳥栖 

ひと 

大都市圏からの流れ創る 

鳥栖に転入する際、必要な情報を 

キュレーションする地域情報サイト 

地元の人、先輩転入者が答え 

てくれる、市民参加型のQ&Aサービス 学生・若者 
Ｕターン者 

女性 

テレワーク実証 生活直結サービス 

クリエイティブ 

ＩＴ 労務事務 

クリエイティブ 

ＩＴ 

育成 

パソナテック サテライトオフィス 

都市部企業 テレワークセンター 

地域住民  コワーキングスペース 

類型 

Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ 

情報コンシェルジュサービス 

都市部から 
移動 

市民参加型 Q&Aサービス 

離職なき 

ふるさと 
帰還 本社機能 

一部移転 

暮しやすい、働きやすい街！鳥栖 

書込み数 

15件/月 

ユーザー 

5000 UU 

月 

育成 

100名 

誘致 
セミナー 

100名 

資料3-1-3 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果   テレワーク実証 

地元 
採用 地元 

採用 

移住 
社員 

類型 

A 
類型 

A 

類型 

A 
類型 

D 地域人材の雇用による、業務効率化 

経験ある人材から応募をいただき、 
他拠点と連携しながら、 
テレワークできる人材を雇用。 

募集期間 10月～11月 
雇用開始 12月～ 

鳥栖から東京・名古屋のPJTを推進 

労務事務 WEB制作 

プロジェクト 
マネジメント 

業務開始 9月～ 

東京や名古屋の拠点と連携したプロジェクト 
推進していくことが目的であったが、 
現在では、テレワークセンター内で実施する 
受託業務が増えてきている。 
テレワークセンターの本格自走へ取組中。 

東京の他企業様も・・・ 都市部の人材不足を佐賀で解決してみたいとパートナーシップを結んだ 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果    テレワーク実証 

移住 
社員 移住 

社員 

類型 

B 

意識的なツール活用の結果、 
部下と業務状況を以前より把握できる
ようになった！ 

朝礼 
終礼 

日報 
オンライン 

WEB会議 
PJT管理 

システム開発者の 
ワークライフバランスを実現する働き方 

オンラインツールを使いこなしたテレワークを実施 

システム開発者 

実施期間：９月～、１２月～ 各１名 

福岡の他企業様も・・・ テレワーク導入を前にテレワークセンターで、テレワークトライアルを実施中！ 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果  テレワーク実証 

40名の学生が 説明会参加！ 

類型 

C 

対象   ： 佐賀大学 
実施期間： 10月～12月までの2ヶ月 
説明会  ： 2回開催 
インターンシップ: 45時間×2回 

地域の学生がクラウドソーシングで働く 

佐賀大学での説明会の様子 

知能情報 
システム学科 

その他学科 
経済・経営 
教育・農業 

参加者の在籍学科比率 

50% 50% 

Webの仕事未経験の学生が・・・ インターンシップ期間終了後もテレワークセンターで実務に挑戦中 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果   生活直結サービス 

類型 

C 
鳥栖の情報をみんなで教え合うサービス 

教えて！とすの人    http://oshiete.tosu.info/ 

鳥栖の情報コンシェルジュサービス 

とす.info（とすドットインフォ）   http://www.tosu.info/ 

12/1 

OPEN 

様々な施設の地図情報、施設情報が閲覧できる他、 
引越の際、市役所での手続きが効率的に行えるナビゲー
ションサービスも提供。 

ベータ公開以降、60日間で 9000PV 
1月からはテレワークセンターやNPOの情報更新も始まり、 
PVが伸びている。 

鳥栖に移住を検討している人、移住する人、移住した
人、もともと住んでいる人、出身者など、あらゆるステー
クホルダーが参加できるQA形式のコミュニティサイト。 

ベータ公開以降、60日間で 23000PV、 

登録会員数約100人 

ユーザー間のコミュニケーションも始まりました！ 

http://oshiete.tosu.info/
http://www.tosu.info/
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２．直面した課題と解決策  

・短期間で効率的にターゲットユーザに情報到達させるため、 
1月からFacebookページと、Facebook広告の運用を始めた。 

これにより、閲覧数、登録数、書き込み数も伸びている。 

課題 

2 
生活直結サービス 

この短期間にいかに効率的に情報を蓄積させるか 

・CGM系の地域情報サイトは情報のストックにこそ価値があるので、 
これを実現することで更にメディア価値を高められると考えている。 

解決策 

課題 

1 
ふるさとテレワーク 

円滑な業務遂行のためのコミュニケーションとは？ 

解決策 

意識的にコミュニケーション量を増やし、ツールの積極的な活用を行う工夫が必要 

・顔を見ながらのコミュニケーション機会を作る 
・1日の予定、実施内容、進捗状況をこれまで以上に細かく報告&把握する 
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新しい働き方と地方活用を促進するための 

「働き方イノベーションフォーラム」開催！  1/27 
大阪 

1/22 
東京 

多種多様な企業様150社以上が集結。 

最新の事例を学び、考える機会を提供。 

テレワーク導入の必要性を感じている企業、 
地方活用を検討してみたい都市部の企業が、 
さがんみらいテレワークセンター鳥栖を含む 
佐賀視察ツアーに訪れ始めている。 

３．その他  東京・大阪でセミナーを開催 
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３．その他  メディア掲載一覧 

日付 媒体名 報道タイトル 

2015年7月8日 日本経済新聞 鳥栖でテレワーク実証実験  市など 

2015年7月8日 佐賀新聞 総務省テレワーク推進事業    県・鳥栖市の提案採択  人材派遣大手が一部移転 

2015年7月14日 日刊工業新聞 鳥栖にテレワーク拠点  佐賀県が９月  パソナテック入居 

2015年7月15日 朝日新聞 テレワーク推進鳥栖で実証事業  国が委託、９月から 

2015年7月17日 NHK特報フロンティア あなたの働き方が変わる～テレワーク地方に人を呼び込め～ 

2015年8月14日 西日本新聞 大都市の業務、空き店舗で 鳥栖にテレワーク拠点[佐賀県] 

2015年8月17日 東京IT新聞 テレワーク先進の佐賀県、パソナと組み企業誘致と絡めた壮大実験 

2015年9月3日 佐賀新聞 論説 テレワーク推進事業  多様な働き方広げる契機に 

2015年10月11日 佐賀新聞 企業地方移転の拠点に テレワークセンター鳥栖開所式 

2015年10月11日 西日本新聞 テレワーク拠点が開所 

2015年10月11日 朝日新聞 テレワーク根付け  鳥栖に実証拠点が開所 

2015年10月11日 読売新聞 鳥栖にテレワークセンター 開所式 知事ら雇用創出に期待 

2015年12月1日 日本経済新聞 在宅勤務 

2015年12月2日 西日本新聞 全社員を対象にテレワーク導入  ～鳥栖で試行～ 

2015年12月2日 毎日新聞 QTネットテレワーク拡大 全社員６００人対象 来年４月から 

2015年12月3日 佐賀新聞 テレワーク導入へ試験利用 

2015年12月18日 佐賀新聞 「ITで地方勤務可能に」テレワーク施設ウェブ会議 

2016年1月20日 毎日新聞 離職なきU・Iターン実現 
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テレワークを活用した離島地域における移住・定住促進プロセス構築事業 

代表団体 株式会社サイバー創研 

実施地域 沖縄県八重山郡竹富町 
地方移動人数/地元雇用
人数（目標） 

地方移動人数：１人 
地元雇用人数：１５人 

地方進出企業 NTTコムチェオ株式会社 

事業概要 大小離島から構成される沖縄県八重山郡竹富町は豊かな自然に魅かれた移住希望者が多数集まる地域
特性がある反面、生活課題や就業課題に起因した移住者の低定着率や観光に次ぐ雇用創造等の課題を
抱えている。 本事業では、東京に本社を置く企業からの移住者に加えて、竹富町への移住希望者を対象と
する「移住促進プロモーション」により、検証に参加する移住者を15名程募集する。移住希望者に対しては、
民間在宅テレワーカー育成のICT人材育成を実施、その後、ICTを活用した「在宅テレワーカー」としての就業
環境を提供することで、地域課題であるIUターン促進・定住定着化を図る。 さらに、移住者向けの、生活直
結サービスを竹富町が既に保有するICT基盤のリソース（フリーWi-Fi環境）上で実証する。 

実証期間終了後の予定 実証期間終了後も竹富町として継続予定 

移住促進、地域雇用創出モデルの実証 

西表テレワークセンター 
（竹富町離島総合振興センタの一室を利用：約22坪） 

① 事業終了後もテレワーカーの就業施設として、竹
富町が継続して自立運営 

② 移住者（既存移住者含む）への生活支援サービス
等の情報発信や問合せ対応の業務 

③ 竹富町観光情報の発信や問合せ対応の業務 

資料3-1-4 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果 

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 28年度 → 移住者 

【類型A】 
(目標1名) 

【類型Ｃ,Ｄ】 
(目標15名) 

 
個人事業主, 
地方で採用, 
IUターン 

NTTコムチェオ社員(1名) 

・本社業務を実施 

I・Uターン 
移住促進 

プロモーション 

生活直結サービスの提供 
(実証期間)  

28年度は 
竹富町が自立運営 

生活直結サービス 
(買物支援等)の開発 

生活直結サービス 
提供業務 

在宅コール 
センター 

業務 

継続的な 
生活直結サービス 

提供 

在宅コールセンターオペレーター研修 

ICT資格取得トレーニング 

在宅テレワーク 
就業訓練 

（OFF-JT) 

・民間在宅コールセンター 
   オペレーター業務  (７名) 
 習熟者が後進者を育てる地元 
 完結型人材育成サイクルにより 
 継続的に人材育成 
  
   移住者のライフスタイルに 
 合わせたマルチワークを実現 

・買物支援 
・健康福祉支援 
・防災支援 

在宅テレ
ワーク就業 

・共通基盤との連携、合同検証 
・竹富町Wi-Fi、ポータルサイトに搭載し、 
   事業完了後も竹富町が自立運営を予定 

※事業採択 

実証期間 事業ロードマップ 

追加 
トレーニング 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果 

■ ア 実証するテレワーク機能 
 
（1）：東京本社との遜色ない業務を行う就業プロセスの実証 
 
２０１５年１０月４日～２０１６年２月１２日（予定） 
移住者人数：三大都市圏からの移住・長期派遣の人数は1名  

 達成目標：NTTコムチェオの東京本社からの移住者が日常業務を実施する。
テレワークを導入することにより、コミュニケーション頻度の低下や生産
性の低下を懸念する企業が多く、テレワーク導入の大きな足かせにもなっ
ている。そこで本事業では、実際に、様々なテレワーク機能が整った環境
下でテレワークによる業務を継続実施することにより、コミュニケーショ
ン不足が解消されたか、企業の生産性に対する意識がどのように変わった
か、生産性にどのような変化が生じたか、について把握。 

項目 指標 状況 評価 

業務プロセス 
仕事の質 東京本社勤務時より向上 
生産性 東京本社勤務時より向上、1.2倍程度 
情報共有度 東京本社勤務時よりやや低下 

コミュニケー
ション 

コミュニケーションの 
頻度・質 

社外：東京本社勤務時より向上 
社内：東京本社勤務時より低下 － 

自律性 業務の自律管理 社外：東京本社勤務時より向上 
社内：東京本社勤務時と変わらず 

情報セキュリ
ティ 

セキュリティ意識 東京本社勤務時より向上 
ルールの整備度 東京本社時代と変わらず － 

移動コスト 移動時間、移動コスト
（通勤） 通勤：東京本社では1時間、現地はバス10分 

 効果・手ごたえ：会社内の情報共有、コミュニケーションについて課題はある
ものの、ツール（ビデオカメラ、本社システムの遠隔利用）により日常業務に
は大きな支障はなかった。 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果 

 効果・手ごたえ：10月から進めてきた訓練では、7名を育成し、実
際の業務を開始。受講生は事業終了後も本業務を継続。 農業/観光
業がほとんどの竹富町においては、子育てをしながらの就業が難し
かった子育て中の女性層を中心に、新たな就業機会の創出として特
に有効だった。（応募は想定以上にあったので次は応えられるカリ
キュラムにする） 

（2）：民間在宅テレワーカーの育成と就業によるIUターン・定住定着化 
 
２０１５年１０月１日～２０１６年１月２２日（訓練の実証） 
２０１５年１２月１日～（在宅オペレータ運用の実証） 

フェーズ1 
ICT資格取得訓練 
（14日間） 

フェーズ2 
在宅テレワーカ基礎訓練 

（24日間） 

フェーズ3 
コールトレーニング 

（25日間） 

就業 

10/5~ 10/26~ 12/1~ 
9/13, 11/8@東京 

7名(女性5，男性2) 

（受講者:8名） （5名：3名リタイヤ） （5名） 

短期 
トレーニング 
（12日間） 

1/7~ （受講者:2名） 

第2次 
募集 

希望者:15名 

1ヶ月平均 3時間/日
＊10日間就業し、
50件/名のコールに

対応(1/20現在) 

都市部のIT業務をテレワークで受注 
2名(女性1，男性1) 

類型C, Ｄ：目標1５名 

9/19-23@地元離島ﾀｰﾐﾅﾙ 

（出典:八重山毎日新聞） 

 達成目標：様々な属性を持つ移住者に対して適応性のあるテレワーク
事業の仕組みづくり。本来想定する「コールセンターオペレータ」の
属性タイプとは異なる属性(異なる業務経歴、様々な年齢層、様々なIT
リテラシー保有度合など)を持つ移住者希望者に対しても適応性のある
育成訓練プロセスや就業までのプロセスを検証・確立し、定住率の向
上に結びつける。 

【発生課題】 
研修カリキュラムがタイトで難しく

ついていけない 
離島であるがゆえの交通不便からす

べての授業を受けることが困難   
場所によっては、現在の通信環境に

限界がある。 

ｽｷﾙ確認, 
環境確認 

イベント 
プロモーション 

実証参加希望者:20名 
様々な属性を持つ移住者 

※ 在宅オペレータトレーニングでリタイヤ
した人を別なIT業務にてフォロー 

※ 目標人数に達していないため、第二弾のト
レーニングを走らせた。 
既に見えた課題を極力改善し、短期の初級
オペレータ育成コースで実施した。 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果 

お
客
さ
ま 

コアコンタクトセンター データセンター 

在宅テレワーカー 

万全のセキュリティ対策システム 
クラウドベースの技術で実現 

フリーダイヤル 

在宅テレワーカーの 
育成・教育・管理 

業務実施場所 
テレワーカーが管理する自宅等の建物の居室で、 
自らの責任において業務環境とセキュリティ対策 
を確保できる場所 

転送可能 
業務範囲外の内容 
センターで対応するサポート
内容など 

 
最適配分 
在宅テレワーカーとセンターの 
稼働状況に合わせて最適配分 

インターネット経由で専用システムにログインし、 
情報を閲覧しながら問い合わせに対応 

在宅テレワーカーの業務イメージ 
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１．現在の進捗状況・これまでの成果 

■ イ 実証する生活直結サービス機能 
 
（1）：買物支援 
（2）：防災支援 
（3）：福祉支援 
 
２０１５年１１月１日～２０１６年２月１９日（予定） 
 

 達成目標：地域において不足している（地域ニーズがある）３つの生
活直結サービスの機能を実現する。また、生活コンシェルジュサービ
ス窓口を設置し、移住者及び移住希望者に対して双方向で情報を交換
することで、幅広い年齢層に対し、離島生活の不便・不安を解消する。 

 効果・手ごたえ：構築完了し、１１月から運用しているが利用状況
としては、まだまだ不十分である。 
 主に西表島地区の実証事業参加の移住者＋ファシリテーターが利
用し、利用者視点で使い勝手が悪い部分を改善する取り組みを実施
しながら、利用頻度の向上を目標に進めている。 
事業終了まで継続して、分析・改善に取り組んでいきたい。 
 次年度以降は竹富町を通じて、各島々の住民全体に展開、利活用
しもらえるように進めることで、離島生活の不便・不安を解消する
一助になる生活直結サービスに展開できるように計画中。 

【発生課題】 
サービスをただ使ってくださいと言っても使われない。 
⇒ 利用促進の説明会や、地域のファシリテーターにも参加を依
頼し、実際に使ってもらうことでブラッシュアップを進め地域
への浸透を促す取り組みを実施。(継続) 

2. 防災支援（http://painushima-iju.com/） 

1. 買物支援（http://painushima-iju.com/） 

3. 福祉支援（おせっかいステーション®） 

http://painushima-iju.com/
http://painushima-iju.com/
http://painushima-iju.com/
http://painushima-iju.com/
http://painushima-iju.com/
http://painushima-iju.com/
http://painushima-iju.com/
http://painushima-iju.com/
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２．直面した課題と解決策 

項目 直面した課題 解決策 

１． 
通信環境 

 離島ごとに、通信速度や通信料金が異なって
おり、格差が生じている。 
 ADSL・CATV・無線等によりブロードバンド
が整備されているが、FTTHによる超高速ブ
ロードバンドは沖縄県の離島の中でも一部地域
を除き整備が進んでおらず、情報格差が生じて
いる。 

 根本的な課題解決は、国や県レベルで対策に取り組まれている。
ブロードバンド回線整備も順次整備されつつある。 

 本実証においては、在宅オペレータ業務に耐えうる環境にある
か、自宅での回線スピードを実測してもらい、条件に満たない
人は対象外とした。回線環境の改善に期待する一方、トレーニ
ング条件の改善を検討した。 

２． 
移住運営 

 テレワーク移住者の受入れに関して、住居探
しや地元の理解がなかなか得られず苦労した。
地元の協力やサポートがあると成功しやすい。
まずは地元のケア、理解を促し、協力していた
だく必要があった。 

 移住者と地域の関係づくりについては、竹富町各地域（各島）
の区長に協力を要請。さらに、実行的に活動してくれるファシ
リテーターを西表島、波照間島、黒島などに配置し、地域の世
話役、御用聞きを行い、スムースな関係構築ができる体制を準
備。また現場ごとの課題も施策にフィードバックする取組みを
実施。 

 移住者する人や東京から派遣する人を地元のファシリテータに
どのように繋ぐかが、継続課題である。【検討中】 

３． 
IT教育 
・研修 

 様々な属性（移住目的、年齢層、ITリテラ
シー）を持つ移住者への在宅CC研修は、想定
以上に離脱者が多かった。 
・他の仕事があればそちらに流れてしまう。 
・研修トレーニングの難易度についていけない。 
・離島から集合研修会場に毎日通うのが大変。
（車＋船で往復4時間という方） 

 スキル条件、トレーニング方法、トレーニング場所の改善 
 第2次募集では、比較的簡単な業務の初級在宅テレワーカー育

成に取組み、研修はすべて遠隔（eラーニング、ビデオ会議）
で実施。 

 竹富町としてどのような年齢層、属性の人を呼び込みたいのか
を検討、支援する仕組みを検討する必要がある。【検討中】 
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３．その他 

No. 日付 媒体名 報道タイトル 

1  2015年7月8日  八重山日報 定住促進策 始動へ  
  ～検証参加の移住者募集～ 

2  2015年7月8日  八重山毎日新聞 （竹富町）離島の定住促進を 
 ～国の地域実証事業に採択～ 

3  2015年7月9日  八重山日報 （テレワーク事業）9月から移住者募集 
 ～竹富町、定住化に期待～ 

4  2015年7月16日  石垣経済新聞   (Web) 沖縄・竹富町で移住・定住促進プロセス構築事業 
 テレワークやWi-Fiを活用 

5  2015年9月17日  八重山日報 ふるさと回帰をサポート 

6  2015年9月20日  八重山毎日新聞、 
 Web 

移住に向け取り組み本格化 
 ～希望者はテレワーク活用～ 

7  2015年11月27日  AERU（Web) 日本最南端の町・竹富町で展開する移住支援の取り組み 

8  2015年11月29日  八重山日報 Ｉターン、島にカモン！竹富町移住応援でサイトＰＲ 

9  2015年12月18日  八重山毎日新聞 オペレータ育成状況を紹介 
 ふるさとテレワーク 竹富町がテレビ会議参加 

10  2016年1月1日  八重山毎日新聞 人口増へ移住者応援 
 ～今回の取り組みや町の将来について～ 

11  2016年1月17日  八重山日報  テレワーカー5人誕生 
 ～移住促進で竹富町～ 

メディア掲載実績 

外部発表実績 
No. 日付 発表先（開催地） 発表題名 

1  2016年1月27日 平成27年度地域ICT利活用
普及促進セミナー（那覇） 

事例紹介として実証事業内容を発表（竹富町役場：小濱課長補佐兼係長） 
～テレワークを活用した移住・定住促進事業について～ 
http://www.soumu.go.jp/soutsu/okinawa/hodo/2015/15_12_24-001.html 
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 その他、今回の実証の特徴として・・・ 
●ファシリテーター（世話人）の創設 
 移住者と住民との橋渡しを行う。移住者の生活不安を取り除き、定住率を向上させる。
住民の生活直結サービスを足掛かりに「地域創生」へ弾み。 
 

ファシリテータ―配置（６名） 

３．その他 
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